
宇土市の予算
　令和５年度当初予算が令和５年３月市議会定例会で審議され、３月２２
日（水）に可決成立しました。
　一般会計当初予算は、前年度６月補正後の予算と比較して、１１億
３，６２１万３千円増の総額２１５億９千万円としましたので、その概要をお
知らせします。

令和 5年度一般会計は

215.9億円
（前年度6月補正後比 5.6％増）

【歳出】

義務的経費 市の運営のために必ず支払わなければな
らないお金

投資的経費 施設や道路整備など、生活基盤を整える
ために使うお金

扶　助　費 社会保障制度の一環として、現金や物品
などを支給する費用

公　債　費 借入金の返済にかかる費用
物　件　費 消耗品や業務委託料など
繰　出　金 一般会計から特別会計などへ繰り出すお金

【歳入】

自 主 財 源 市が自主的に集めるられるお金
依 存 財 源 国や県から交付されるお金や市債
市 税 市に納める税金（市民税、固定資産税など）
繰 入 金 基金などから一般会計に繰り入れるお金
地方交付税 全ての市町村が一定の行政サービスを行える

ように国が交付するお金
国庫支出金 市が行う事業に対して国が交付するお金
県 支 出 金 市が行う事業に対して県が交付するお金
市 債 市が行う事業に充てるための借入金
地方譲与税 国税として集め、全部または一部が市町村

に譲与されるお金
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　※R4年度は６月補正後の額

地方譲与税・交付金
1,130,461 千円

歳出

人件費
2,481,806 千円 

扶助費 
5,088,938 千円 

公債費 
2,480,769 千円 

普通建設事業費
3,400,319 千円

250 億

200 億

150 億

● 一般会計の当初予算額の推移

H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度

災害復旧事業費
68,660 千円 

物件費 
3,022,723 千円 

補助費等 
2,053,227 千円

繰出金
1,737,760 千円

その他
1,255,798 千円

歳入

市税
4,111,864 千円 

繰入金
2,981,544 千円 

その他
1,655,457 千円 

地方交付税
4,259,400 千円

国庫支出金
3,575,555 千円 

県支出金 
1,779,919 千円 

市債
2,095,800 千円 

自主財源（
40.5％

）そ
の
他（
37
.4％

）

（16.0％）

義務的
経
費（
46.6％）

169.8 億円

194.8 億円

194.7 億円

215.9 億円

204.54 億円
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）
投資的経費
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一般会計予算の主な事業（分野別）　� 　単位：千円
“輝く”未来　～震災からの復興～
○緊急自然災害防止対策事業（河川） 338,511
○網田コミュニティセンター建設事業 324,476
○庁舎建設事業 55,744
“輝く”人　～学びのふるさとづくり～
○天神山古墳災害復旧事業 43,514
○轟貝塚保存活用事業【新規】 19,360
“輝く”絆　～安心のふるさとづくり～
○子ども・子育て支援施設整備事業 88,918
○保育対策総合支援事業【新規】 27,575
○重層的支援体制整備事業への移行準備事業【新規】 13,732
“輝く”産業　～活力のふるさとづくり～
○湛水防除事業（網津第 2排水機場） 168,500
○干潟景勝地展望広場整備事業 103,168
○住吉海岸公園整備事業 44,136
“輝く”まち　～安全のふるさとづくり～
○都市計画道路整備事業 153,399
○交通安全対策事業経費 12,396
住民協働・行財政運営
○公開型ＧＩＳ導入事業【新規】 173,096
○行政手続きスマート化事業【新規】 33,854

特別会計予算額� （ 単位：千円・％ ）

R5 年度 R4年度
6月補正後 増減率

国民健康保険 4,557,570 4,493,822 1.4
北段原土地区画
整理事業 1 1 0.0

介護保険 3,883,954 3,854,681 0.8
漁業集落排水施
設整備事業 47,079 56,732 ▲ 17.0

後期高齢者医療 554,497 597,404 ▲ 7.2
入学準備祝金給
付基金 1,312 1,312 0.0

企業会計（水道事業）予算額　���　　　　　　（単位：千円・％ ）
R5 年度 R4年度

6月補正後 増減率

収益的収支（収入） 718,101 711,380 0.9
収益的収支（支出） 689,104 665,906 3.5
資本的収支（収入） 85,077 89,270 ▲ 4.7
資本的収支（支出） 307,007 238,311 28.8

企業会計（公共下水道事業）予算額　　　　（単位：千円・％）

R5年度 R4年度
6月補正後 増減率

収益的収支（収入） 999,304 1,011,580 ▲ 1.2
収益的収支（支出） 990,285 1,003,168 ▲ 1.3
資本的収支（収入） 348,993 709,352 ▲ 50.8
資本的収支（支出） 659,913 1,000,438 ▲ 34.0
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